
参考情報 [事業等のリスク]
住友商事株式会社及び子会社

当社の事業その他に関するリスクとして投資者の判断に重

要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項には以下の

ようなものがあります。

なお、文中における将来に関する情報は、別段の記載がな

い限り、当期末日（2010年3月31日）現在における当社の判

断、目標、一定の前提または仮定に基づく予測等であり、将

来そのとおりに実現する保証はありません。

（1）期間損益変動のリスク

当社の過去の各四半期、半期または通期の実績が、将来

の業績の傾向を直接間接に示唆するものとは一概に言えませ

ん。当社の業績は過去において、以下に掲げる要因を含む多

くの要因によって、四半期毎、半期及び年度毎に変動してお

り、今後も変動すると考えられます。

①  当社の関与する市場における経済及びその他の状況の

変化

②  製品及びサービスの原価、販売価格、売上高、並びに

提供する製品及びサービス構成の変化

③  顧客の需要、取引関係、取引先の業況、産業動向及び

その他の要因の変化

④  戦略的事業投資の成功及び不成功

⑤  株式・不動産・その他の資産価格の変化及びそれらの

売却・再評価

⑥  金利・為替等の金融市場及び商品市場の動向

⑦  当社の顧客の信用力の変化

従って、当社の過去の実績の比較は、将来の業績の傾向を

直接間接に示唆するものではありません。

（2）中期経営計画に基づく経営目標が達成できないリスク

当社は、グローバルなリーディングカンパニーを目指し、

収益基盤の拡大と体質強化に継続的に取り組むため、2年度

毎に中期経営計画を策定しています。

中期経営計画では、一定の定量目標及び定性目標を掲げ、

進捗状況を逐次確認しながら目標達成に向け取り組んでお

り、策定時において適切と考えられる情報収集及び分析等に

基づき策定されております。しかしながら必要な情報を全て

収集できるとは限らないこと等から、事業環境の変化その他

様々な要因により目標を達成できない可能性もあります。ま

た、当社は経営計画において、「リスクアセット」と「リスク・

リターン」という「各事業が抱えるリスクに対する収益性」を

把握する当社独自の指標を使用しております。これらは一定

の統計的な前提、見積りや仮定を含む概念であり、米国会計

基準に従って算出された評価指標とも異なるため、必ずしも

全ての投資家にとって有用な指標である訳ではありません。

（3）事業環境が変化するリスク

当社は、日本を含む60か国以上の国々に拠点を置いて事

業活動を展開しており、日本及び海外の幅広い産業分野にお

いて、様々な商業活動その他の取引を行っているため、日本

の一般景気動向の影響のみならず、関係各国の経済状況や

世界経済全体の影響も受けます。

主要国での金融危機に端を発し、当社が事業を展開する諸

外国の一部においては、デフレーションや通貨価値の下落、

流動性の危機に直面したところもあり、これらが継続または

再発する可能性があります。

さらに、当社の事業展開上重要な諸外国は、依然としてテ

ロ攻撃の可能性や政情不安等の懸念もあり、このような事態

が発生した場合には経済情勢に変化が出てくる可能性があり

ます。

従って、当社の事業展開上重要な地域における上記を含む

経済情勢など事業環境の変化が、当社の業績及び財政状態

に悪影響を与える可能性があります。

（4）競争関係に伴うリスク

当社が事業を遂行する市場は、熾烈な競合状況にありま

す。当社は、日本の他の総合商社のみならず、当該各事業に

特化した国内外の企業とも競合しています。これらの競合他

社が、財務、技術、マーケティング、販売網、情報、人材、

取引先との強固な関係等の面で当社より優位にある、もしく

は、日本の他の総合商社が当社と同様の戦略的経営計画を
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策定、実行することにより、当社がそれらの総合商社との差

別化を図ることが困難となる可能性もあります。

このような熾烈な競合状況下において、当社が、以下に掲

げる事項を行うことができない場合には、当社の事業展開に

とって障害となる可能性があります。

①  市場動向を予測し、当該市場動向に対処することによっ

て、顧客の変化するニーズに適時に応じること

②  販売先及び仕入先との関係を維持すること

③  関係会社及び提携先との関係及び全世界的な地域ネッ

トワークを維持すること

④  当社の事業計画を遂行するために必要な資金を適切な

条件で調達すること

⑤  価格競争力を維持するために、常時変転している市場

動向に合わせて、当社の原価構造を適時に調整すること

（5）取引先の信用リスク

当社は取引先に対し、売掛債権、前渡金、貸付金、保証そ

の他の形で信用供与を行っており、信用リスクを負っていま

す。これら取引先には当社の投資先企業が含まれており、こ

の場合には、信用リスクに加えて投資リスクが存在します。ま

た、当社は、主としてヘッジを目的とするスワップ等のデリバ

ティブも行っており、当該取引にも契約相手先の信用リスク

が存在します。これら取引先、契約相手先が、支払不能、契

約不履行等に陥る場合、当社の事業及び財政状態が悪影響

を受ける可能性があります。

当社では、内部格付制度に基づく取引先等の信用力チェッ

クや担保・保証等の取得、取引先の分散等により、かかるリ

スクの管理に努めており、また、上記の信用リスクが顕在化

した場合に備えるため、取引先の信用力、担保価値その他一

定の前提、見積り及び評価に基づいて貸倒引当金を設定して

おります。

しかしながら、こうした管理によりリスクを十分に回避でき

る保証はありません。また、一定の前提、見積り及び評価が

正しいとは限らず、経済状況が悪化する場合や当社の前提、

見積りまたは評価の基礎を成したその他の要素が変化する

場合あるいはその他の予期せぬ要因により悪影響を被る場

合等においては、実際に発生する損失が貸倒引当金を大きく

超過する可能性があります。

（6）投資等に係るリスク

当社は、戦略上の理由や事業機会の拡大を図っていくた

め、新会社の設立や既存の会社の買収等の投資を行ってお

り、今後も行い続ける予定です。また、当社は、こうした投

資先に対して、掛売り、貸付、保証等の信用供与を行う場合

もあります。さらに、このような事業投資は多額の資本の裏

付けを必要とするため、追加的な資金拠出を必要とする場合

があります。当社はこれらの投資から期待通りの成果を上げ

られない可能性があり、また事業投資の多くは流動性が低い

こと等の理由により、当社が望む時期もしくは方法により投

資を回収できない場合があります。

これらのリスクを出来る限り抑えるために、当社は、投資

案件の実施の際、原則として、所定のハードルレートをクリ

アーできる案件に限って取り進めるとともに、全社的に大き

なインパクトのある大型案件や重要案件については、投資決

定に先立ち、コーポレート部門の主要メンバーが専門的見地

から案件のリスク分析と取り進めの可否を検討する投融資委

員会を通じて、適切な牽制機能を果たしています。

また、当社は、当社外の他社とパートナーシップやジョイ

ントベンチャーを設立したり戦略的なビジネス・アライアンス

を組むことがあります。投資先の会社の経営や資産を当社が

直接コントロールすることや、当該投資先に関わる重要な意

思決定を当社自身が行うことは、他の株主やパートナーの同

意がない限りできないか、または全くできない場合がありま

す。このような場合や当該他社との戦略的アライアンス等を

継続できない場合等においては、当社の事業に悪影響を与

える可能性があります。
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（7）金利、外国為替、及び商品市況の変動について

当社は、事業資金を金融機関からの借入または社債・コ

マーシャルペーパーの発行等により調達しております。また、

当社は取引先に対し、売掛債権、前渡金、貸付金、保証その

他の形で信用を供与する場合があります。そのような例とし

て、当社が複数の子会社等を通じて日本その他の地域で展開

する、自動車金融事業やリース事業が挙げられます。これら

の取引により生ずる収益・費用及び資産・負債の公正価値は、

金利変動の影響を受ける場合があります。また、当社が行う

外貨建投資並びに外貨建取引により生ずる収益・費用及び外

貨建債権・債務の円貨換算額、並びに外貨建で作成されて

いる海外連結対象会社の財務諸表の円貨換算額は、外国為

替レートの変動の影響を受ける場合があります。当社ではこ

れら金利変動、外国為替レートの変動によるリスクを回避す

るため、様々なデリバティブ等を活用していますが、これら

によりリスクが十分に回避できる保証はありません。

当社は、世界の商品市場における主要な参加者として、鉱

物、金属、化学品、エネルギー及び農産物といった様々な商

品の取引、天然資源開発プロジェクトへの投資を行っている

ため、関連する商品価格の変動の影響を受ける可能性があり

ます。当社は、商品の売り繋ぎや売り買い数量・時期等のマッ

チング、デリバティブ等の活用によって、商品価格の変動に

よるリスクを減少させるよう努めていますが、これらによりリ

スクが十分に回避できる保証はありません。

（8）不動産等、固定資産の価値下落に係るリスク

当社は、日本及び海外において、オフィスビルや商業用施

設、居住用不動産の開発、賃貸、保守・管理事業等の不動産

事業を行っており、不動産市況が悪化した場合には、業績及

び財政状態が悪影響を受ける可能性があります。

また、地価及び賃貸価格の下落が生じた場合には、当社が

保有する賃貸用の土地及び建物、並びに開発用の土地及び

その他の不動産の評価額について、減損処理を行う必要が

生ずる可能性があります。

不動産の他、当社が所有する固定資産についても減損の

リスクに晒されており、当社の業績及び財政状態に悪影響を

及ぼす可能性があります。

（9）株式市場の変動に係るリスク

当社が保有する市場性のある有価証券のうち売却可能有

価証券（株式）において、日本企業が発行する株式への投資

が大きな割合を占めており、日本の株式市場が今後低迷した

場合には、有価証券評価損の計上等によって、当社の業績及

び財政状態が悪影響を受ける可能性があります。

（10）退職給付費用に関するリスク

国内外の株式市場が今後低迷した場合等に、当社の年金

資産の価値が減少し、年金に関する費用が増加する、あるい

は追加的な年金資産の積み増しを要する等により、当社の業

績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

（11）リスク・エクスポージャーの集中リスク

当社の事業や投資活動の一部において、特定の市場、投

資先または地域に対する集中度が高くなっているものがあり

ます。そのため、これらの事業や投資活動から当社が期待し

た通りの成果が得られない場合、または、これらの市場もし

くは地域における経済環境が悪化した場合には、当社の事業

及び業績に重大な悪影響を与える可能性があります。例え

ば、インドネシアにおいては、大型銅・金鉱山プロジェクト、

大型発電事業、自動車金融事業、液化天然ガス（LNG）プロ

ジェクト等、様々な事業を展開しており、リスク・エクスポー

ジャーが集中しております。

（12）資金の流動性に係るリスク

当社は、事業資金を金融機関からの借入または社債・コ

マーシャルペーパーの発行等により調達しております。金融

市場の混乱や、金融機関が貸出を圧縮した場合、また、格付

会社による当社の信用格付の大幅な引下げ等の事態が生じ
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た場合、当社は、必要な資金を必要な時期に、希望する条件

で調達できない等、資金調達が制約されるとともに、調達コ

ストが増加する可能性があり、当社の業績及び財政状態に悪

影響を与える可能性があります。

（13）法的規制に係るリスク

当社の事業は、日本及び諸外国において、様々な分野に

わたる広範な法律及び規制に服しています。これらの法律及

び規制は、関税及びその他の租税、事業及び投資認可、輸

出入活動（国家安全保障上の規制を含む）、独占禁止、不公

正取引規制、為替管理、小売業者保護、消費者保護、環境

保護等の分野にわたります。

当社が事業を行う国によっては追加的または将来制定され

得る関係の法律及び規制に服する可能性があり、また、比較

的最近に法整備がなされた新興国においては、法令の欠如、

法令の予期し得ない解釈並びに規制当局、司法機関及び行

政機関の規制実務の変更によって、当社の法令遵守のため

の負担がより増加する可能性があります。

当社が現在または将来の法律及び規制を遵守できなかっ

た場合には、罰則及び罰金が課せられるとともに、事業が制

約され、信用の低下を被る可能性があるため、当社の事業展

開、業績、財政状態及び信用に重大な悪影響を及ぼす可能

性があります。

（14）訴訟等に関するリスク

当社は、現在、日本及び海外において訴訟等の係争案件

に関わっています。また、事業遂行上、偶発的に発生する訴

訟や訴訟に至らない請求等を受ける可能性があります。

訴訟固有の不確実性に鑑み、現時点において、当社の関

わる訴訟の結果を予測することはできません。また、これら

の訴訟で当社が勝訴するという保証や将来においてそれら

の訴訟による悪影響を受けないという保証はありません。

（15）  役職員の内部統制等及び情報通信システムの管理に係

るリスク

当社は、多種多様な事業活動を様々な地域で行っており、

またその規模自体も大きいため、日々の事業活動に対する管

理は必然的に分散化する傾向にあります。そのため、当社

は、法令及び社内規程の遵守を役職員に対し徹底するため、

広範囲にわたる内部統制及び経営陣による監視を行ってお

りますが、役職員の不正及び不法行為を、完全に防止するこ

とができる保証はありません。役職員が不正及び不法行為を

行った場合、当社は、事業活動上の制約、財政状態の悪化、

信用の毀損等の悪影響を受ける他、訴訟等のリスクに晒され

る可能性があります。

当社は、事業活動の多くを情報通信システムの機能に依存

しています。このため、情報通信システムの機能不全等は、

グローバルな規模で事業活動を妨げる可能性があります。

（16）  個々の事業分野または地域に固有のリスクの存在と当

社のリスク管理システムについて

当社は、事業部門及び国内外の地域組織を通じて、広範か

つ多様な事業を営むとともに、新しい分野に事業を拡大して

います。従って、当社には、総合商社として直面する全体的

リスク及び不確実性に加え、個々の事業分野または地域に固

有のリスクが存在します。

当社のリスク管理システムは、多種多様なリスクに対応す

べく、リスク計測手法、情報通信システムから社内規程及び

組織構成に至るまで、様々な要素により構成されております

が、各種リスクに対して十分に機能し得ない可能性がありま

す。また、新しい事業活動、製品、サービスに関するリスク

については、全く経験がないかあるいは限定的な経験しか有

しない可能性があります。

このような場合には、新しい事業活動、製品、サービスに

は、より複雑なリスク管理システムの導入や人的資源等の経

営資源の投入が必要となる可能性があり、さらに人的資源等

の経営資源が不足している場合には、事業運営に対する制

約につながる可能性があります。
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